
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
所定の出力能力を備えた電源から電気エネルギーを供給される電力回路において、当該電
力回路にフライホイールを結合した誘導機を双方向性インバータを介して接続し、上記電
源が備える出力能力に対応する予め設定した所定電気エネルギー未満の電力負荷条件にお
いては、上記双方向性インバータの出力周波数を予め設定した所定周波数または該所定周
波数以上の周波数として上記双方向性インバータから供給する電力により前記誘導機を電
動機として作動し、該誘導機に結合するフライホイールに回転エネルギーとして蓄勢貯蔵
し、上記電源が備える出力能力に対応する予め設定した所定電気エネルギー以上の電力負
荷条件においては、上記双方向性インバータの出力周波数を予め設定した上記所定周波数
よりも低い周波数にして前記フライホイールに結合する誘導機を該フライホイールにより
駆動される発電機として作動させ、該フライホイールに蓄勢された回転エネルギーを電気
エネルギーに変換して前記双方向性インバータに放出し、これを該双方向性インバータを
介して当該電力回路で消費するように

したことを特
徴とするフライホイールによるエネルギー貯蔵放出装置。
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するとともに、かつ、上記電源が備える出力能力に
対応する予め設定した所定電気エネルギー未満の電力負荷条件において定める双方向性イ
ンバータの出力周波数は、前記フライホイールの回転速度に対応する周波数より所定値だ
け高くし、および／または、上記電源の備える出力能力に対応する予め設定した所定電気
エネルギー以上の電力負荷条件において定める双方向性インバータの出力周波数は、前記
フライホイールの回転速度に対応する周波数より所定値だけ低くするように



【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
この発明は、商用電力から電気エネルギーを供給される電力回路の受電設備をできるだけ
経済的に押さえたい電力システムや、またはディーゼルエンジン、ガスタービン等の駆動
機械によって駆動される発電機によって、電気エネルギーを供給される電力システムに最
適な用途、例えば、圧延機、溶接機等の負荷の場合のように急激に過大な電力の供給を要
求される場合にも、電力負荷装置に安定に電力を供給できるようにしたフライホイールに
よるエネルギー貯蔵放出装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
工場設備等においては、商用電力を所定受電能力を備えた受電設備によって受電し、構内
の電力回路に電気エネルギーを供給するようにしている電力システムがある。
また、ディーゼルエンジン、ガスタービン等の内燃機関のような駆動機械によって駆動さ
れる発電機によって電気エネルギーが供給される電力システムがある。上述のような電力
システムは、例えば、図４のように構成されている。
図４（Ａ）は商用電力の受電システムの例を示すもので、同図において、１は変圧器や遮
断器および計器類等を備えた受電設備、２は商用電力の系統電力配電線である。受電設備
１の出力は構内の電力回路である構内配電線３によって構内に配電される。
構内配電線３は遮断器４を経由して電力負荷装置５に接続されている。
なお、同図（Ａ）においては、電力システムの制御要素や開閉器等の記載は省略している
。また、構内配電線３には複数の電力負荷装置が接続されるが、同図においては１組だけ
を代表して記している。
図４（Ｂ）は自家発電システム等の駆動機械によって発電機を駆動する閉回路の電力シス
テムの例を示すもので、同図において、６は交流発電機、７は交流発電機を駆動する駆動
機械である。交流発電機６の発電電力は構内の電力回路である構内配電線８によって構内
に配電される。
構内配電線８は遮断器９を経由して電力負荷装置１０に接続されている。
同図（Ｂ）においては、電力システムの制御要素や開閉器等の記載は省略している。また
、構内配電線８には複数の電力負荷装置が接続されるが、同図においては１組だけを代表
して記している。
【０００３】
また、電源または負荷が不安定な場合に安定な電源を保証するためにフライホイールを使
用する手段がある。
フライホイールまたはフライホイール効果を電力システムに使用する技術としては、例え
ば、特開昭５５－５８７８５号公報、特開昭５５－８２３１６号公報、特開平４－１８５
２３３号公報、特開平４－２７５０２７号公報、特開平５－１５３７３２号公報、特開平
５－２７４０４９号公報等に記載のものがある。
特開昭５５－５８７８５号公報に記載のものは、原子炉容器内のインターナルポンプモー
タへ電力を供給する母線に、慣性定数の大きい同期機を接続することにより、所内電源停
電時にも炉心の熱除去を行い、燃料体の健全性を維持しようとするものである。
また、特開昭５５－８２３１６号公報に記載のものは、フライホイールを有する同期機を
常時は電動機として移相のため運転し、電源喪失時には発電機として周波数変換装置母線
に給電を行うことにより回転機および回路の費用を低減し得るバッファを構成しようとす
るものである。
また、特開平４－１８５２３３号公報に記載のものは、一定周波数の電力系統に接続され
運転される風力発電設備において、風力発電の出力が大きいときは電動機となり、風力発
電機の出力が小さいときは発電機となりフライホイールに蓄えられた運動エネルギーを電
力として出力して、可変出力運転の出力変動を平滑化しようとするものである。
また、特開平４－２７５０２７号公報に記載のものは、原動機に直結して原動機の回転数

10

20

30

40

50

(2) JP 3572676 B2 2004.10.6



が変動しても常に商用周波数の電力を発生させる交流励磁同期機と、変動エネルギーの蓄
積と放出とを行うフライホイール付交流励磁同期機とを組み合わせ、フライホイール付交
流励磁同期機のエネルギー放蓄により負荷に安定した電力を供給しようとするものである
。
また、特開平５－１５３７３２号公報に記載のものは、可変速同期機とフライホイールを
用いて電力系統の安定度を向上させようとするものである。
さらに、特開平５－２７４０４９号公報に記載のものは、電源安定化のためにインバータ
でフライホイールを備えたモータを定常運転し、回生エネルギーを蓄積し、各種設備機器
の運転中に瞬時電圧降下が発生したとき高速応答電圧降下検出リレーによる検出信号によ
ってインバータの出力周波数を低下させ、モータの回生エネルギーを電源回生コンバータ
によって３相交流電源側に回生することによって電源電圧を昇圧し、定常電圧に復帰させ
ようとするものである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上述のような従来の電力システムの場合には、次のような問題点があった。
▲１▼急峻な負荷変動に耐えるためには、定常負荷の２倍程度の負荷にも耐えるような発
電機や受電能力が必要になる。何故なら、そのようにしないと瞬間的に受電能力を超過し
たり、発電機の電圧または／および周波数を変動して電力品質を低下させる恐れがあるか
らである。
▲２▼負荷機械にフライホイールを装備した前述の各公報記載の先行技術のものも、上述
した問題点を解決したものではない。
例えば、特開平４－１８５２３３号公報に記載のものは、その実施例にも見られるように
風力発電機の出力変動を検知して動作するものであって、出力の不安定な発電装置には対
応できるが、負荷の急変動には対応ができない。
また、特開平５－２７４０４９号公報に記載のものは、電力系統において、負荷の変動に
よって電源電圧が急落するのを補償するためのものであって、ＡＶＲ（Ａｕｔｏｍａｔｉ
ｃ　Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｒｅｇｕｌａｔｏｒ）が機能しているから電圧が安定しているシス
テムにおける負荷の変動には対応できない。
本発明は従来のものの上記課題（問題点）を解決し、構成が簡単で、しかも特性の良い電
力エネルギーを得るためのフライホイールによるエネルギー貯蔵放出装置を提供すること
を目的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決するために、本発明に基づくフライホイールによるエネルギー貯蔵放出装
置においては、電力回路にフライホイールを結合した誘導機を双方向性インバータを介し
て接続し、電源が備える出力能力に対応する予め設定した所定電気エネルギー未満の電力
負荷条件においては、双方向性インバータの出力周波数を予め設定した所定周波数以上の
周波数として双方向性インバータから供給する電力により誘導機を電動機として作動し、
誘導機に結合するフライホイールに回転エネルギーを蓄勢貯蔵し、電源が備える出力能力
に対応する予め設定した所定電気エネルギー以上の電力負荷条件においては、双方向性イ
ンバータの出力周波数を予め設定した所定周波数よりも低い周波数にして、誘導機をフラ
イホイールの回転速度で駆動される発電機として作動させ、誘導機に結合するフライホイ
ールに蓄勢された回転エネルギーを電気エネルギーに変換して双方向性インバータに放出
し、これを双方向性インバータを介して電力回路に供給する

【０００６】
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とともに、かつ、電源が備え
る出力能力に対応する予め設定した所定電気エネルギー未満の電力負荷条件において定め
る双方向性インバータの出力周波数は、フライホイールの回転速度に対応する周波数より
所定値だけ高くし、および／または、電源の備える出力能力に対応する予め設定した所定
電気エネルギー以上の電力負荷条件において定める双方向性インバータの出力周波数は、
フライホイールの回転速度に対応する周波数より所定値だけ低くするようにした。



【作用】
本発明のものでは、上述のように構成するようにしたので、電力負荷量が所定量未満の場
合は双方向性インバータの周波数を高くするので、誘導機は電動機として機能し余剰電力
エネルギーが誘導機に結合し、駆動されるフライホイールに回転エネルギーとして蓄勢し
て貯蔵される。
また、急激に負荷が過大になった場合等、負荷電力量が増大し、電源装置の出力許容量よ
りも大きくなった場合には、双方向性インバータの周波数を低くするのでフライホイール
によって駆動され回転する回転速度よりも印加電力の周波数が低くなった誘導機は発電機
として作動し、フライホイールに回転エネルギーとして貯蔵された回転エネルギーを電気
エネルギーに変換し、電源から供給される電力に重畳して電力負荷に供給される。
また、電力負荷量の小さい場合には、双方向性インバータの出力周波数をフライホイール
の回転速度に対応する所定周波数より所定値だけ高くすることにより、および／または、
電力負荷量の大きい場合には双方向性インバータの出力周波数をフライホイールの回転速
度に対応する所定周波数より所定値だけ低くすることにより、フライホイールの現在の回
転速度に対応してフライホイールのエネルギー貯蔵能力を有効に活用でき、効率のよいエ
ネルギー貯蔵放出装置が実現できる。
【０００７】
【実施例】
本発明に基づくフライホイールによるエネルギー貯蔵放出装置を図１を参照して説明する
。なお、同図において、従来技術のものに対応する構成については図４（Ａ）と同一の符
号を使用して示してある。
図１において、１は変圧器や遮断器等を備えた受電設備、２は商用電力の系統電力配電線
である。受電設備１の出力は構内の電力回路である構内配電線３によって構内に配電され
る。構内配電線３には遮断器４を経由して電力負荷装置５に接続されている。
また、構内配電線３は開閉器１１を経由して双方向性インバータ１２の第１の入出力端子
ａに接続されている。双方向性インバータ１２の第２の入出力端子ｂには誘導機１３が接
続され、誘導機１３の回転軸にはフライホイール１４が結合されている。
図１には、発電システムの制御要素や図示以外の開閉器や遮断機等の記載は省略し、各接
続線も１本の線で簡略化して記している。また、構内配電線３には複数の電力負荷装置が
接続されるが、同図においては１組だけを代表して記している。
図１に示した実施例では、従来例の図４（Ａ）に示した電力システムに相当する電力シス
テムに本発明を適用した例を示したが、さらに本発明を図４（Ｂ）に示した電力システム
に適用する場合にも図１と同様に電力回路を構成する構内配電線８に開閉器１１を経由し
て双方向性インバータ１２の第１の入出力端子ａを接続し、双方向性インバータ１２の第
２の入出力端子ｂにフライホイール１４を結合した誘導機１３を接続すれば同様に適用で
きる。
【０００８】
双方向性インバータ１２は、例えば、第１の入出力端子ａに接続される構内配電線３の周
波数である受電交流入力を直流に変換するコンバータ機能と、後述する第２のコンバータ
／インバータ１２ｂから供給される直流を構内配電線３の周波数、即ち、受電交流電力の
周波数に変換して第１の入出力端子ａに出力する機能を相互に実行する機能を備えた第１
のコンバータ／インバータ１２ａと、第１のコンバータ／インバータ１２ａが変換した直
流を誘導機１３とフライホイール１４の特性に適応させて定めた周波数の交流に変換して
第２の入出力端子ｂに出力する機能と、この変換周波数を低くして誘導機１３を交流発電
機として機能させた場合、第２の入出力端子ｂから入力するこの発電交流を直流に変換し
て前述した第１のコンバータ／インバータ１２ａに供給する機能を備えた第２のコンバー
タ／インバータ１２ｂによって構成され、また、詳細を後述する制御機能とを備えている
。
【０００９】
次に、図２を参照して誘導機１３の本発明に活用する概要特性を説明する。
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図２において横軸は誘導機の回転速度、縦軸の上半分には誘導機の出力トルク、縦軸の下
半分には誘導機の入力（吸収）トルクを示している。
なお、図２に示す横軸の半ばに記した縦軸部は誘導機に供給される交流電力の周波数、即
ち、図１に示す双方向性インバータ１２から入力する交流周波数によって定まる誘導機１
３の同期速度であって、同期速度の左側は機械的負荷量によって定まるすべり速度に対応
する電動機領域を示し、同期速度の右側は誘導機が機械的に強制的に回転させられること
によって生じるすべり速度に対応する発電機領域を示している。
即ち、誘導機は誘導機に機械的負荷が結合され、電力が供給されると誘導機の特性と機械
的負荷量によって定まるすべり速度ｍで回転する電動機として機械的負荷を駆動する。逆
に、誘導機に結合される機構部から強制的に回転されて、その回転速度が同期速度より早
くなると誘導機は誘導機の特性と電気的負荷量によって定まるすべり速度ｇで回転する発
電機として機能し、接続された電力回路に電力を供給する。
【００１０】
次に、図３を参照して図１に示した実施例における本発明の働きを説明する。図３は図１
に示した電力負荷装置５の変動状況例を示した図で、同図の横軸に時間を、縦軸に負荷量
（負荷電力量）を示している。
また、縦軸の中間部に記した横線はこの電力システムの条件で定まる基準負荷レベルを記
している。
例えば、図１に示した受電設備１の受電契約量に対応する負荷量であって、通常ではこの
基準負荷量以上に負荷が電力を吸収することが認められない量である。また、図４（Ｂ）
に示した駆動機械により駆動される発電機によって電力が供給される自家発電システム等
の電力システムの場合は、通常ではこの基準負荷量以上には発電機から発電させることが
できない電力負荷量である。
図１において、構内配電線３に電力が供給されている状態で開閉器１１が投入され、図３
に示すように負荷量が基準負荷量未満であると、構内配電線３から電力が双方向性インバ
ータ１２の第１の入出力端子ａに供給され、図示しない双方向性インバータ１２の制御機
能の働きによって、第２のコンバータ／インバータ１２ｂは、フライホイール１４の回転
速度を誘導機１３の同期速度とする周波数よりも誘導機１３の回転特性に対応して予め設
定したすべり速度分高い周波数を出力して誘導機１３に供給する。
従って、誘導機１３はフライホイールを機械的負荷として電動機領域で回転し、構内配電
線３の電気エネルギーの余剰分がフライホイールの回転エネルギーとして蓄勢貯蔵される
。
【００１１】
次に、電力負荷装置５が、例えば圧延工場を含んでいて、複数のローラを駆動する複数の
電動機に同時に電源が投入される等の場合には、図３のｃ点に示すように負荷量が基準負
荷レベルよりも超過したことを、受電設備１に装置した図示しない予め設置した、例えば
、受電電力量と基準負荷（電力）量との差電力から判定する負荷変動検知機能が検知する
と、図示しない双方向性インバータ１２の制御機能の働きによって、第２のコンバータ／
インバータ１２ｂは、フライホイール１４の回転速度を誘導機１３の同期速度とする周波
数よりも誘導機１３の回転特性に対応して予め設定したすべり速度分低い周波数を出力し
て誘導機１３に供給する。
従って、誘導機１３はフライホイールを駆動源として発電機領域で回転する。従って、誘
導機１３の発電電力は第２のコンバータ／インバータ１２ｂに入力して直流に変換され、
さらに、第１のコンバータ／インバータ１２ａによって系統電力配電線２の周波数に変換
して双方向性インバータ１２の第１の入出力端子ａから構内配電線３に供給し、系統電力
配電線２から供給される受電電力に重畳して電力負荷の不足分を負担する。即ち、フライ
ホイール１４に貯蔵された回転エネルギーが電気エネルギーに変換されて放出される。
【００１２】
上述の説明は本発明の技術思想を実現するための基本手段と構成を示したものであって、
この電力システムの規模と条件および電力負荷の条件等に対応して適切な要素機能を選定
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し、構成するとともに作動するようにすれば良い。
例えば、負荷電力の変動を、受電設備１に装置した受電電力量と基準負荷（電力）量との
差電力から判定する負荷変動検知機能によって検知するように説明したが、電力システム
の電源が内燃機関により駆動される発電機等の場合で、ＡＶＲの応答速度が十分に早い場
合は、内燃機関の応答遅れによる発電周波数の変動から検知するようにし、一方、ＡＶＲ
の応答速度が遅い場合または不足する場合には構内発電電圧の変動から検知するようにし
、または発電機の出力電流値または発電電力量を計測して検知する等の適切な手段を設定
すればよい。また、電力負荷機能の操作状況から定めるようにしても良い。
また、双方向性インバータ１２から誘導機１３に供給する周波数をフライホイール１４の
回転速度に対応して設定するように説明したが、過大または過小な周波数になるのを防止
するには、周波数の設定上限または／および設定下限を予め設定しておけば良い。また、
フライホイール１４の回転速度に関係なく、誘導機の特性と対応させて、誘導機１３を電
動機領域で駆動する予め設定した所定値の高い周波数か、誘導機１３を発電機領域で駆動
する予め設定した所定値の低い周波数を出力するようにしても良い。また、フライホイー
ルの回転速度に対応する周波数の設定と予め設定した所定の周波数を条件に対応して適切
に定めるようにしても良い。
上述した双方向性インバータ１２を第１のコンバータ／インバータ１２ａ、第２のコンバ
ータ／インバータ１２ｂおよび図示しない制御機能によって構成しているように説明した
が、上述の実施例に示したように双方向の特性を備えて所望される周波数の交流を出力す
ることができれば、その他の任意適切な構成にしても良い。
また、本発明を適用する場合に使用する誘導機としては、かご型誘導機を使用するのが、
信頼性およびコスト上からも有効であるが、巻線型誘導機を使用し、２次電流の制御を上
記の制御条件に付加するようにしても良い。
【００１３】
【発明の効果】
本発明は、上述のように構成し、作用するようにしたので、次のような優れた効果を有す
る。
▲１▼フライホイールに貯蔵された回転エネルギーを負荷の急変時等に電気エネルギーに
変換して放出し、発電電力に重畳することによって電力負荷量を平準化することができる
。
▲２▼従って、受電設備または発電設備を最大負荷に対応させる必要がなく、経済的であ
る。
▲３▼電源が自家発電システムのように、バックパワーの小さい場合、電力負荷量を平準
化することができたので、負荷変動により生じる恐れのある電圧や周波数の変動をなくし
、良質の電源を得ることができる。
▲４▼双方向性インバータの出力周波数をフライホイールの回転速度に対応して定めるよ
うにすると、フライホイールに貯蔵するエネルギー量をフライホイール機能および／また
は誘導機の特性を最大限に高めるとともに、その貯蔵エネルギーを有効に活用できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に基づくフライホイールによるエネルギー貯蔵放出装置の実施例を説明す
る電力システムの概要構成ブロック図である。
【図２】本発明の機能を説明する誘導機の概略特性図である。
【図３】本発明の機能を説明する負荷の変動状況例を示す説明図である。
【図４】本発明を適用する従来の電力システム例を示す概要構成ブロック図であって、同
図（Ａ）は受電電力システムの例、同図（Ｂ）は自家発電システム等の例を示している。
【符号の説明】
１：受電設備
２：系統電力配電線
３：構内配電線
４：遮断器
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５：電力負荷装置
１１：開閉器
１２：双方向性インバータ
１３：誘導機
１４：フライホイール

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】
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